
資料１ 

１．計画の目的・位置づけ 

 石狩市地球温暖化対策推進計画（区域施策編・事務事業編）（以下「温対計画」という。）は、「地

球温暖化対策の推進に関する法律」第 19条第２項及び第 21条第１項に基づき、区域施策編は、地

球温暖化対策を総合的かつ計画的に実施し、市内における人為的な温室効果ガス排出量の抑制を

図り、事務事業編は、市が率先して地球温暖化対策に取り組み、自らが排出する温室効果ガスの削

減を図ることを目的とし、策定しているものである。今回、改定をするにあたり、計画体系をスリ

ム化し、実効性を高めるため、石狩市地域新エネルギービジョン（以下「新エネビジョン」という。）

を温対計画に統合した形とし、現在策定中の「第３次石狩市環境基本計画」に掲げる地球温暖化対

策を具体化し、取組を推進するための個別計画として策定する。 

（地方公共団体実行計画等） 

第 21条 都道府県及び市町村は単独で又は共同して、地球温暖化対策計画に即して、当該都道府県及び市町村の事務及び

事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸収作用の保全及び強化のための措置に関する計画（以下「地方公

共団体実行計画」という。）を策定するものとする。 

２ 地方公共団体実行計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 一 計画期間 

 二 地方公共団体実行計画の目標 

 三 実施しようとする措置の内容 

 四 その他地方公共団体実行計画の実施に関し必要な事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 地球温暖化対策の推進に関する法律 

 

 

  

 

 

 

 

 

※ 石狩市環境基本条例 

地球温暖化対策推進計画の改定について 

（施策の実施のための計画） 

第 11 条 市長は、環境の保全及び創造に関する施策を効果的に実施するため、市が環境基本計画に基づき中期的に実施

する施策に関する計画を策定しなければならない。 

２ 市長は、前項の計画を策定するに当たっては、あらかじめ、市民等の意見を反映することができるように必要な措置

を講ずるとともに、石狩市環境審議会の意見を聴かなければならない。これを変更するときも、また同様とする。 

 



 

 

 

 

 ※現計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．策定スケジュールについて（予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時期 環境審議会 
パブリック 

コメント 

令和２年 ８月 諮問  

９月   

10月  審議  

11月   

12月 審議 意見募集 

令和３年 １月   

２月 答申 検討結果公表 

３月   

２．計画の目標年次等について 

 ①温対計画（区域施策編）：10年間（令和３年度 から 令和 12年度） 

  ②温対計画（事務事業編）：５年間     （令和３年度 から 令和８年度） 

 


